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１．はじめに 
  
近年犯罪は増加傾向にあり 2002 年には認知件数で約

285 万件と戦後最高を記録している．その一方犯罪検挙

率は犯罪が増加するにつれて低下しており，治安の悪化

が重要な社会問題となっている．しかし殺人や強盗とい

った凶悪犯罪は全て足しても 1 万件足らずであり，治安

悪化の原因はむしろ誰もが被害者になりうる身近な犯罪

の増加にある．また既存の世論調査研究報告によると犯

罪に対する地域住民の不安感も年々増加しており，安全

で安心な街作りを行うには防犯環境設計 (Crime 
Prevention Through  Environmental Design)等による

防犯対策を組み込んでいくことも重要となってきている． 
本研究では発生件数が多く犯行が起きた時刻の特定も

可能なこと，偶発的ではなく何らかの規則性があるもの

と考えられることからひったくりに注目した．それを分

析することでひったくりに対するモデル式を構築し，犯

罪予防を中心とした路上犯罪の防犯策の提案を目的とし

ている． 
 
２．データの整理とそれによる仮説の構築 
 
(1) 犯罪発生に関するデータの整理 
最初に住民が犯罪不安を感じる場所と実際に犯罪が発

生した場所に関する資料を入手し比較することにした．

まず住民の犯罪不安に関する資料であるが，それによる

と不安を感じるエリアとしては，公園，小学校等大型の 
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公共施設周辺，樹木の生い茂っている民家周辺，神社周

辺，不審者が目撃されているエリアであった．またその

場所の見通しと明るさの評価は，32.7 ％が悪いと答え，

57％が暗いと答えている．その他不安に感じる理由とし

て「なんとなく」が約半数を占めている．これらは防犯

環境設計の基本的な考えである「領域性の確保」の欠如

により犯罪に対する警戒や不安感が喚起されたためと考

えられる．次に実際の犯行に関する資料を分析する．ま

ず被害者は女性の方が多く，犯行はすべてオートバイに

乗って行われたものであった．発生件数は39件(有効サン

プルは 37 件)でひったくり発生時間の特定が可能なもの

は 21 件という結果となった．それによると 37 件のひっ

たくりの内 1 件を除き，全ての道路で歩道がないものと

なった．また35件の道路が直線で見通しが良いものであ

った．時間帯については，午前９時から午後５時付近が

全体の約 70％を占める結果となった．その他に道路の幅

員は5ｍ前後であり，街灯についても犯行が発生した道路

や、その周辺の道路全てに設置してあった． 
以上をまとめると，犯行は見通しの良い場所で，通勤

通学など人通りが多い時間以外の明るい時間帯に多発し

ており，一般的に考えられているひったくり発生の条件

と異なる部分がある事が分かった． 
 
(2) 犯行に関する仮説 
ひったくりは機会犯罪であり，失敗の可能性が高いほ

ど発生する可能性は低くなる．またデータを分析した結

果一般的に考えられていた条件とは異なった条件でひっ

たくりは多く発生している．このことから犯人が犯行を

行う上で重要視することは，犯行後第三者に目撃される

ことなく確実に逃走する事と考えられる．そこで逃走経

路としてはすみやかに犯行現場から立ち去ることのでき

る経路，つまり国道など通行量の多い道路以外に抜ける

ことのできる一番近い曲がり角で曲がるものと考えられ

る．そこで犯行現場から一番近い曲がり角までの距離を

初期逃走経路として，犯行が発生した道路一ブロック間

の距離(以後ブロック間距離)と，初期逃走経路の距離(以



後初期逃走距離)を犯行発生地点ごとに計測した．  

図―１ 初期

 
表―１ 初期逃

0

1

2

3

4

5

6

7

8

0
～
5

1
6
～
2
0

(件)

 
(3) 仮説の検証 
 (2)で計測した初

しては，交通量，

通量については，

た結果，少なく各

は住宅街であり，

と考えることがで

走距離に影響を及

ロック間距離につ

位置においても同

ブロック間でラン

離のランダム値と

いて検討した． 
 表―２は実測値

表している。χ2検

関連性は認められ

影響を受けずその

られる． 
表―２ 初期逃走距離の実測値とランダム値の分布 
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期逃走距離に影響を及ぼす主な要因と

ブロック間距離が考えられる．まず交

犯行が発生した道路それぞれを計測し

道路間でも大差なかった．今回の対象

その他の住宅街についても大差はない

きるので，交通量は一定と考え初期逃

ぼす要因ではないと定義する．次にブ

いては，それぞれのブロック間のどの

じ確率で犯罪が発生すると仮定し，各

ダムに犯行が発生した際の初期逃走距

実測値に関連性があるかχ2 検定を用

とランダム値の確立密度関数の関係を

定の結果、ランダム値と実測値の間に

ず，初期逃走距離はブロック間距離の

他の要因により決定されるものと考え
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３．犯罪発生に関するモデル式の構築 
  
(1) モデル式の構築 
これまでの結果より，初期逃走距離はブロック間や交

通量などの道路条件に大きく影響されないことが分かっ

ている．このことから初期逃走距離は，犯人自身の何ら

かの意図に因り決定されものと考えられる．そこで前述

の仮説に従い初期逃走距離に関するモデルを構築し防犯

策の考察を行う事とする． 
まず犯行に要する時間，つまり初期逃走距離を逃走す

るために必要な時間と不確定な要素により発生する時間

α(本研究では一定とする)の合計を犯行時間とする．ここ

で犯行時間は正規分布をとるものと仮定し，ある区間で

の犯行時間 t（秒）と任意の分散を与る．また犯行を行っ

ている際にその路上区間内に目撃者(歩行者や車等)が侵

入する確率は，交通量が少なかったことからランダム到

着と見なし，指数分布に従うものと仮定する．ここで犯

行時間の確率密度関数をΦ1(t1)、目撃者発生の確率密度関

数を Φ2(t2)とすれば，Φ1(t1)とΦ2(t2)は以下の表のよう

な関係となる． 
 

表―３ 犯行時間と目撃者発生間隔の確率密度関数の関係 
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次に犯人がある時刻において目撃者に目撃されることな

く犯行を遂行する可能性の高さ(犯行成功率)を P として

表すとする．ここでｐを（犯行時間＜目撃者発生間隔）

と仮定すると，以下のように表すことができる 

212 2211 )()( dtdtttp
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ｐを用いてPは以下のように表すことができる． 
 

ppfP λ== )(  （λは未知の係数） 
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表－4 Ｐの目撃者・逃走時間に関するグラフ 

02468101214

S1

S50
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

(P)

(秒)

(目撃者数）

 
 
表―４は犯行時間と目撃者数を変動させたときのP の推

移を表した表であり，ｘ軸に犯行時間，ｙ軸に目撃者数，

ｚ軸にＰをとっている．このグラフは平均犯行時間とそ

の分散を変化させても，大きくグラフ形が変化すること

はない． 
この表より目撃者数が増加するにつれ同じ犯行時間で

あってもPの値は減少するが，犯行時間毎のPのグラフ

形は同じような変化をしている．このことからも理論上

では，犯人が犯行を企図する際に最も重要視することは，

確実に逃げ切れる時間内に犯行が終えられるかという事

と考えられる． 
ここで時間軸については初期逃走経路をオートバイで

平均 Vm/s で走行するものと定義する．そうすると犯行

時間＝初期逃走距離／V＋αとなり時間軸が距離軸に変

換することが可能となる．その上で P と実際の路上で犯

行が起きる確立には関連性があるものとすれば，理論上

において初期犯行距離の分布は表―４に沿う形になるも

のと考えられる．  
 

(2) 実際のモデル式 
理論上では(1)で示したモデル式に従い，犯行成功確立

Ｐは推移していくと考えられる．しかし初期逃走距離が0

ｍ付近では，犯行後すぐに交差点を曲がることになる．

この場合犯人は曲がり角を曲がるため減速することにな

り，同じ距離を直線で走行するよりも多くの時間が必要

となる．すなわち被害者との距離が十分取れず，被害者

が追いかけてきたり，曲がった先の道路で予測外の出来

事が起こった場合，確実に逃げ切れるとは言ない．そこ

で曲がり角を曲がる際の行動が円運動をとると仮定し，

犯人と被害者がその円弧を移動する時間差に応じＰが変

化すると考える．この時，犯人と被害者が曲がり角を曲

がるために必要な時間が正規分布をとると仮定する．犯

人が曲がる時間の確率密度関数をΨ1(ｔ1)，被害者が曲が

る時間の確率密度関数をΨ2(ｔ2)とする． 
 
表―５ 逃走時間と追跡時間の確立密度関数の関係
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逃走時間ψ1(t1)
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q を(犯人が移動する時間<被害者が移動する時間)とすれ

ばqは以下のように表すことができる． 
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・ ・・・・(b) 
本研究では，オートバイがカーブを曲がる際に約0.3ｇの

加速度を受けることが分かっている．また成人女性の平

均的な走行速度より，追跡速度を平均で V=5m/s と仮定

しqを求めると以下の表のような結果となった． 
 

表―６ qの経過時間別の値 
ｔ　(秒） 0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4

q 0 0.002 0.003 0.005 0.007 0.01 0.029 0.065

1.6 1.8 2 2.2 2.4 2.6 2.8 3以上

0.122 0.203 0.313 0.449 0.606 0.721 0.92 1  
曲がり角による犯人と被害者の時間差を考慮した犯行成

功の可能性を P´としたとき P と P´の関係は(a)と(b)
を用いて以下のように表すことができる． 

pqpqfP λ== )('  

・・・・・(c) 



表―６  P´の目撃者数・逃走時間に関するグラフ 
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表―６は P´の推移を表した表である．これも表―４と

同様にｘ軸に犯行時間，ｙ軸に目撃者数，ｚ軸に P´を

とっている．ここで P´についても目撃者数に応じて犯

行成功確率は変化するが，グラフ形は同じような変化を

している．ここで初期逃走距離の実測値の分布を表した

グラフと表―６で表した P´のグラフ形と関連性がある

かをχ2検定を用いて検討した． 
 

表―７ 実測した初期逃走距離の分布 
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χ2 検定の結果この二つのグラフに相関性が認められた．

これより P´は実際の初期逃走距離の分布と関連性があ

ることが分かり，作成したモデルは有効と言える． 
 
４．結論 
 これまでの結果より「領域性の確保」は住民の犯罪不

安を取り除くだけであり，犯罪抑制効果は小さいと考え

られる．このことより防犯対策を考える上で，現在の防

犯環境設計の考え方だけでは不十分といえる．またひっ

たくり犯が犯行を起こす際に優先することは，確実な逃

走経路の確保である．本研究の結果から逃走経路はその

時の道路条件に従うのではなく，表―５の犯罪成功確率 

P´に沿った分布をすることが分かっているので，犯罪成

功確率 P´の値を下げることが出来ればそれに応じて逃

走経路の選択が困難になり，ひったくりを始め路上犯罪

の抑制につながると考えられる． 
 
５．課題 
 課題としては以下の者が挙げられる． 
(1) 本研究でモデルを構築する際に対象とした地域は一

箇所であり，有効サンプル数も37件と少ない．そこ

でよりモデルの精度を上げるために他地区のデータ

も収集し分析する必要がある． 
(2) ひったくり以外の犯罪にもモデル式が応用できるか

を考察する必要がある． 
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